
第２９号議案 

 

   東京都台東区景観まちづくり条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

  平成２３年２月４日 

 

提出者 東京都台東区長  吉   住    弘 

 

（提案理由） 

 この案は、景観法（平成１６年法律第１１０号）の規定に基づ

く景観計画の策定、行為の規制等について必要な事項を定めるた

め提出します。 



   東京都台東区景観まちづくり条例の一部を改正する条例 

 

東京都台東区景観まちづくり条例（平成１４年１０月台東区条

例第４３号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   東京都台東区景観条例 

 目次を次のように改める。 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第９条） 

第２章 景観計画の策定等（第１０条・第１１条） 

第３章 行為の規制等（第１２条―第２２条） 

第４章 景観重要建造物等（第２３条―第２８条） 

第５章 景観まちづくり協定等（第２９条―第３１条） 

第６章 景観形成団体（第３２条・第３３条） 

第７章 支援、助成等（第３４条） 

第８章 表彰（第３５条） 

第９章 景観審議会（第３６条・第３７条） 

第１０章 雑則（第３８条） 

付則 

前文中「景観まちづくり」を「良好な景観の形成」に改める。 

第１条中「台東区の景観まちづくりに関する基本的事項」を「景

観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）の規定に

基づく景観計画の策定や行為の規制等について必要な事項を定め

るとともに、台東区（以下「区」という。）、区民等及び事業者の



責務を明らかにするほか、届出対象行為に係る事前協議などにつ

いて必要な事項」に、「うるおい」を「潤い」に、「景観まちづく

りを」を「良好な景観の形成を」に改める。 

 第２条第１号中「景観まちづくり」を「良好な景観の形成」に

改め、同条に次の 1号を加える。 

(８) 公共事業 国、東京都及び区が施行する土木建築に関す

る事業をいう。 

第４条を削る。 

第３条の見出し中「区長」を「区」に改め、同条第１項中「区

長は、この条例の目的を達成するため、景観まちづくり」を「区

は、法第２条に定める基本理念及び前条に定める基本理念（以下

これらを「基本理念」という。）にのっとり、良好な景観の形成」

に改め、同条第２項中「区長」を「区」に改め、同条第３項中「区

長」を「区」に、「景観まちづくり」を「良好な景観の形成」に改

め、同条第４項中「区長」を「区」に、「景観まちづくり」を「良

好な景観の形成」に改め、同条を第４条とし、第２条の次に次の

１条を加える。 

（基本理念） 

第３条 区、区民等及び事業者は、みどり、歴史的・文化的資源

及び観光資源などを活かすとともに、地域の個性ある街並みを

育み、区民等が愛着を持てる、潤いのある良好な景観の形成に

向けて取り組まなければならない。 

第５条及び第６条を次のように改める。 

（区民等の責務） 

第５条 区民等は、基本理念にのっとり、良好な景観の形成に関



する理解を深め、自ら良好な景観の形成に努めなければならな

い。 

２ 区民等は、区が実施する良好な景観の形成に関する施策に協

力しなければならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、良好な景観の形成に関

する理解を深め、土地の利用等の事業活動に関し、自ら良好な

景観の形成に努めなければならない。 

２ 事業者は、区が実施する良好な景観の形成に関する施策に協

力しなければならない。 

第７条及び第８条を削る。 

第９条中「景観まちづくり」を「良好な景観の形成の推進」に

改め、第１章中同条を第７条とし、同条の次に次の２条を加える。 

（国等に対する要請） 

第８条 区長は、必要と認めるときは、国若しくは他の地方公共

団体又はこれに準ずる団体に対し、区が推進する良好な景観の

形成に関して協力を要請するものとする。 

（東京都又は関係区市町村との協議） 

第９条 区長は、良好な景観の形成を総合的かつ効果的に推進す

るために必要があると認めるときは、東京都知事又は関係区市

町村の長に対し、協議を求めることができる。 

２ 区長は、東京都知事又は関係区市町村の長から、良好な景観

の形成を推進するために必要な協議を求められたときは、これ

に応ずるものとする。 

「第２章 事前協議」を「第２章 景観計画の策定等」に改め



る。 

 第１０条及び第１１条を次のように改める。 

（景観計画の策定） 

第１０条 区長は、良好な景観の形成を推進するため、法第８条

第１項に規定する景観計画（以下「景観計画」という。）を定め

るものとする。 

２ 区長は、景観計画を定めようとするときは、あらかじめ第３

６条に規定する東京都台東区景観審議会（同条第１項を除き、

以下「景観審議会」という。）の意見を聴かなければならない。 

３ 前項の規定は、景観計画の変更（規則で定める軽微な変更を

除く。）について準用する。 

（景観基本軸等） 

第１１条 区長は、景観計画の区域（法第８条第２項第１号の景

観計画の区域をいう。以下同じ。）内において、次に掲げる地区

を指定することができる。 

(１) 景観基本軸 

(２) 景観形成特別地区 

２ 前項第１号の景観基本軸（以下「景観基本軸」という。）は、

次に掲げる特徴的な景観が連続する地域のうち、区における良

好な景観の形成を推進する上で、特に重点的に取り組む必要が

ある地区とする。 

(１) 河川に沿った地域 

(２) 道路、鉄道等の交通施設に沿った地域 

(３) 前２号に掲げるもののほか、別に区長が定める地域 

３ 第１項第２号の景観形成特別地区（以下「景観形成特別地区」



という。）は、次に掲げる景観資源を含む地域のうち、区におけ

る良好な景観の形成を推進する上で、特に重点的に取り組む必

要がある地区とする。 

(１) 歴史的価値の高い施設及びその周辺地域 

(２) 観光の振興を図る上で特に重要な地域 

(３) 前２号に掲げるもののほか、別に区長が定める地域 

４ 景観基本軸及び景観形成特別地区における法第８条第２項第

３号の良好な景観の形成のための行為の制限に関する事項は、

景観基本軸又は景観形成特別地区ごとに定めることができる。 

 第３章の章名を削る。 

第１１条の次に次の章名を付する。 

  第３章 行為の規制等 

 第１２条及び第１３条を次のように改める。 

（行為の届出） 

第１２条 法第１６条第１項第１号から第３号までに掲げる行為

をしようとする者は、規則で定めるところにより、区長に届け

出なければならない。 

２ 法第１６条第７項第１１号の条例で定める行為は、次に掲げ

る行為とする。 

(１) 仮設の建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を

変更することとなる修繕若しくは模様替又は色彩の変更 

(２) 法第１６条第１項第１号から第３号までに掲げる行為

（同項第２号に掲げる行為にあっては、規則で定める工作物

に係る行為に限る。）のうち、規則で定める規模以下のもの 

３ 前項第２号の規則で定める工作物及び規則で定める規模は、



景観計画の区域内において定められた地区ごとに定めることが

できる。 

（特定届出対象行為） 

第１３条 法第１７条第１項の条例で定める行為は、次に掲げる

行為とする。 

(１) 建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を変更す

ることとなる修繕若しくは模様替又は色彩の変更 

(２) 工作物の新設、増築、改築若しくは移転、外観を変更す

ることとなる修繕若しくは模様替又は色彩の変更 

 第１５条から第１８条までを削る。 

第１４条第１項中「第１０条第１項又は第２項に規定する行為」

を「法第１６条第１項第１号から第３号までに掲げる行為」に改

め、同条第２項中「第１０条第１項又は第２項に規定する行為」

を「法第１６条第１項第１号から第３号までに掲げる行為」に改

め、「方法で」の次に「地域住民に」を加え、同条を第１８条とし、

同条の前に次の４条を加える。 

（事前協議） 

第１４条 第１２条第１項の規定による届出を行おうとする者は、

あらかじめ規則で定めるところにより、区長に協議しなければ

ならない。 

２ 東京都景観条例（平成１８年東京都条例第１３６号）第２０

条の協議を要する場合については、前項の規定は、適用しない。 

３ 区長は、第１項の規定による協議があったときは、当該協議

をした者に対し、必要な指導又は助言を行うことができる。 

（景観計画の区域内における指導） 



第１５条 区長は、景観計画において法第８条第２項第３号の良

好な景観の形成のための行為の制限に関する事項を定めたとき

は、当該行為の制限に適合しない行為をしようとする者又はし

た者に対し、当該行為の制限に適合させるため、必要な措置を

講ずるよう指導することができる。 

（勧告の手続等） 

第１６条 区長は、法第１６条第３項の規定による勧告をしよう

とするときは、あらかじめ景観審議会の意見を聴かなければな

らない。 

２ 区長は、法第１６条第３項の規定による勧告を受けた者が正

当な理由なくその勧告に従わないときは、その旨を公表するこ

とができる。 

３ 区長は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該

勧告を受けた者に対し、意見を述べ、証拠を提示する機会を与

えなければならない。 

（変更命令等の手続） 

第１７条 区長は、法第１７条第１項又は第５項の規定により必

要な措置を命じようとするときは、あらかじめ景観審議会の意

見を聴かなければならない。 

 第１９条から第２２条までを次のように改める。 

（行為完了の報告） 

第１９条 法第１６条第１項又は第２項の規定による届出をした

者は、当該届出に係る行為が完了したときは、規則で定めると

ころにより、区長に報告しなければならない。 

（公共事業景観形成指針） 



第２０条 区長は、公共事業に係る良好な景観の形成のための指

針（以下「公共事業景観形成指針」という。）を定めることがで

きる。 

２ 区長は、公共事業景観形成指針を定めようとするときは、あ

らかじめ景観審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 区長は、公共事業景観形成指針を定めたときは、これを公表

しなければならない。 

４ 前２項の規定は、公共事業景観形成指針の変更（規則で定め

る軽微な変更を除く。）について準用する。 

（公共事業景観形成指針への適合） 

第２１条 公共事業を施行する者は、公共事業景観形成指針に適

合するよう努めなければならない。 

（公共事業の施行に関する助言） 

第２２条 区長は、公共事業を施行する者から申出があり、かつ、

良好な景観の形成のために必要と認めるときは、当該公共事業

を施行する者その他規則で定める者に対し、助言をすることが

できる。 

２ 区長は、前項の助言をする場合において、必要と認めるとき

は、景観審議会の意見を聴くことができる。 

 「第４章 景観資源の保全」を「第４章 景観重要建造物等」

に改める。 

 第３４条を第３８条とし、第３３条を第３７条とする。 

第３２条中「景観まちづくり」を「良好な景観の形成」に改め、

同条を第３６条とする。 

第９章を削り、第１０章を第９章とし、第１１章を第１０章と



する。 

第３０条第１項を削り、同条第２項中「景観まちづくり」を「良

好な景観の形成」に、「団体等」を「者」に改め、同項を同条第１

項とし、同条第３項中「前２項」を「前項」に改め、同項を同条

第２項とし、同条を第３５条とする。 

第２９条第１項及び第２項を削り、同条第３項中「前２項に定

めるもののほか、景観まちづくり」を「良好な景観の形成の推進」

に改め、同項を同条とし、同条を第３４条とする。 

第２８条第１項中「景観まちづくり団体」を「景観形成団体」

に改め、同条を第３３条とする。 

第２７条の見出し中「景観まちづくり団体」を「景観形成団体」

に改め、同条第１項中「景観まちづくりを目的」を「良好な景観

の形成を目的」に、「景観まちづくりに寄与」を「良好な景観の形

成に寄与」に、「景観まちづくり団体」を「景観形成団体」に改め、

同条第２項中「景観まちづくり団体」を「景観形成団体」に改め、

同項第１号中「景観まちづくり」を「良好な景観の形成」に改め、 

同条第４項中「景観まちづくり団体」を「景観形成団体」に改め、

同条を第３２条とする。 

「第６章 景観まちづくり団体」を「第６章 景観形成団体」

に改める。 

第２６条の見出し中「協定」を「景観まちづくり協定」に改め、

同条第１項中「協定を締結」を「景観まちづくり協定を締結」に、

「景観協定書」を「景観まちづくり協定書」に、「協定の認定」を

「景観まちづくり協定の認定」に改め、同条第２項中「協定」を

「景観まちづくり協定」に改め、同条第４項中「協定を締結」を



「景観まちづくり協定を締結」に改め、同条第５項及び第６項中

「協定」を「景観まちづくり協定」に改め、第５章中同条を第３

０条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（景観協定） 

第３１条 区長は、法第８３条第１項の規定による景観協定の認

可、法第８４条第１項の規定による景観協定の変更の認可、法

第８８条第１項の規定による景観協定の廃止の認可及び法第９

０条第１項の規定による一の所有者による景観協定の認可をし

ようとするときは、景観審議会の意見を聴くことができる。 

 第２５条の見出し中「景観協定」を「景観まちづくり協定」に

改め、同条第１項中「区域を」を「一定の区域を」に、「景観まち

づくり」を「良好な景観の形成」に、「景観協定」を「協定」に、

「協定」」を「景観まちづくり協定」」に改め、同条第２項各号列

記以外の部分中「協定」を「景観まちづくり協定」に改め、同項

第３号及び第４号中「協定」を「景観まちづくり協定」に改め、

同項第５号中「景観まちづくり」を「良好な景観の形成」に改め、

同項第７号中「協定」を「景観まちづくり協定」に改め、同条を

第２９条とする。 

「第５章 景観協定」を「第５章 景観まちづくり協定等」に

改める。 

第２４条を第２８条とする。 

 第２３条の見出し及び同条第１項中「景観まちづくり資源」を

「景観形成資源」に改め、同条第２項中「所有者等」を「所有者」

に改め、同条第４項及び第５項中「景観まちづくり資源」を「景

観形成資源」に改め、同条を第２７条とし、同条の前に次の４条



を加える。 

（指定等の手続） 

第２３条 区長は、法第１９条第１項の規定により景観重要建造

物を指定しようとする場合、法第２２条第１項の規定により現

状変更の許可をしようとする場合、同条第３項の規定により条

件を付そうとする場合、法第２３条第１項の規定により原状回

復又はこれに代わるべき必要な措置を命じようとする場合、法

第２６条の規定により管理に関する命令又は勧告をしようとす

る場合及び法第２７条第１項の規定により指定の解除をしよう

とする場合（法第１９条第３項の建造物に該当するに至ったと

きを除く。）は、あらかじめ景観審議会の意見を聴かなければな

らない。 

２ 区長は、法第２８条第１項の規定により景観重要樹木を指定

しようとする場合、法第３１条第１項の規定により現状変更の

許可をしようとする場合、同条第２項において準用する法第２

２条第３項の規定により条件を付そうとする場合、法第３２条

第１項において準用する法第２３条第１項の規定により原状回

復又はこれに代わるべき必要な措置を命じようとする場合、法

第３４条の規定により管理に関する命令又は勧告をしようとす

る場合及び法第３５条第１項の規定により指定の解除をしよう

とする場合（法第２８条第３項の樹木に該当するに至ったとき

を除く。）は、あらかじめ景観審議会の意見を聴かなければなら

ない。 

（管理の方法の基準） 

第２４条 法第２５条第２項の条例で定める管理の方法の基準は、



次のとおりとする。 

(１) 景観重要建造物の修繕は、原則として当該修繕前の外観

を変更することのないようにすること。 

(２) 消火器の設置その他の防災上の措置を講ずること。 

(３) 景観重要建造物の滅失及びき損を防ぐため、その敷地、

構造及び建築設備の状況を定期的に点検すること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、景観重要建造物の良好な景

観の保全のため必要な管理の方法の基準として規則で定める

もの 

２ 法第３３条第２項の条例で定める管理の方法の基準は、次の

とおりとする。 

(１) 景観重要樹木について、病害虫を防除するための措置を

講ずること。 

(２) 景観重要樹木について、必要に応じ、枝打ち、整枝その

他これらに類する措置を講ずること。 

(３) 景観重要樹木が滅失し又は枯死する恐れがあると認める

ときは、直ちに区長と協議して当該景観重要樹木の滅失又は

枯死を防ぐ措置を講ずること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、景観重要樹木の良好な景観

の保全のため必要な管理の方法の基準として規則で定めるも

の 

（滅失等の届出） 

第２５条 景観重要建造物及び景観重要樹木（以下「景観重要建

造物等」という。）の所有者は、当該景観重要建造物等の全部又

は一部が滅失し又はき損（景観重要樹木にあっては、枯死）し



たときは、規則で定めるところにより、速やかにその旨を区長

に届け出なければならない。 

（所有者の変更等の届出） 

第２６条 景観重要建造物等の所有者が変更したときは、新たな

所有者は、規則で定めるところにより、速やかにその旨を区長

に届け出なければならない。 

２ 景観重要建造物等の所有者は、氏名若しくは名称又は住所若

しくは所在地を変更したときは、規則で定めるところにより、

速やかにその旨を区長に届け出なければならない。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、台東区規則で定める日（以下「施行日」という。）

から施行する。 

（経過措置） 

２ 施行日からこの条例による改正後の東京都台東区景観条例

（以下「新条例」という。）第１０条の台東区の景観計画の効力

が生じる日の前日までの間は、東京都が定めた景観計画（台東

区の区域に係る部分に限る。）を台東区の景観計画とみなす。 

３ 施行日前に東京都景観条例（平成１８年東京都条例第１３６

号）第１０条第１項の規定により東京都知事になされた届出（台

東区の区域に係るものに限る。）は、新条例の相当規定により台

東区長になされた届出とみなす。 

４ この条例の施行の際、改正前の東京都台東区景観まちづくり

条例（以下「旧条例」という。）第１０条の規定による届出をし

た者についての当該届出に係る旧条例の規定の適用については、



なお従前の例による。 

５ 施行日以後に旧条例第１０条第１項に掲げる行為（景観法（平

成１６年法律第１１０号）第１６条第１項の規定による届出を

要するものを除く。）を行う者については、新条例第１０条の台

東区の景観計画の効力が生じる日の前日までの間は、旧条例第

２章及び第３１条の規定は、なおその効力を有する。 

６ この条例の施行の際、旧条例第２３条第１項の規定により選

定された景観まちづくり資源は、新条例第２７条第１項の規定

により選定された景観形成資源とみなす。 

７ この条例の施行の際、旧条例第２６条第２項の規定により認

定された景観協定は、新条例第３０条第２項の規定により認定

された景観まちづくり協定とみなす。 

８ この条例の施行の際、旧条例第２７条第２項の規定により認

定された景観まちづくり団体は、新条例第３２条第２項の規定

により認定された景観形成団体とみなす。 


